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1. 調査概要 

 

調 査 対 象：町内事業者 

 

調 査 方 法：調査票によるアンケート方式 

 

調 査 期 間：令和 5年 9月～令和 5年 11 月 

 

発 送 総 数：386 部 

 

回 答 数：125 者（回答率 32.3％） 

 

回答者の業種内訳：製造業 29 者、建設業 23 者、卸売・小売業 30 者、サービス業 22 者、宿泊・飲食サービス 13 者、 

その他業種（農業・運輸業・情報通信業）8者、 

 

回答者の企業形態：法人 61 者（株式会社 40 者、有限会社 20者、合同会社 1者）、個人事業主 64 者 
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【売上と採算、仕入について】     （単位：ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目はＤＩ値（※）を用いて景況感を算出。 

売上高について、前年度調査と比較するとその他業種以外全ての業種にてマイナス傾向が見られる。一方で昨年度の調査と比較す

ると「卸小売業」はマイナスの数値であるが改善の傾向にある。 

利益の見込みについても、売上高と同様にその他業種以外全ての業種にてマイナスの値となっているが、売上高と同様に「卸小売

業」はマイナスの数値であるが改善の傾向にある。 

販売単価の見込みについて、「建設業」では資材高騰の傾向から下降傾向にあると考えられるが、「卸小売業」については今後も販

売価格が高騰する見込みにある。 

※ＤＩ（ディフィージョンインデック

ス）値とはゼロを基準として、プラ

スの値は「景気上向き傾向（良

い）」回答割合が多いことを示し、

マイナスの値は「景気の下向き傾向

（悪い）」回答割合が多いことを示

す。 

各項目の判断状況を示すが、「景況

感」であり「実数値を表す数値」で

はない。 



令和 6年度 明和町商工会 経営発達支援計画事業 

【中小企業白書・小規模企業白書から見た中小企業の業況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「中小企業白書」 

成長する中小企業の行動を分析すると、企業の成長には、人への投資、設備投資、M&A、研究開発投資といった投資行動が有効であ

る。また、成長投資に伴う資金調達手段の検討も必要である。 

「小規模企業白書」 

2023 年は、年末にかけて売上げの好転に一服感がみられたものの、中小企業の業況判断DI は高水準で推移し、経済の状況が全体として

改善する基調が継続した。 
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【従業員雇用について】 

 

 

 

 

 

 

 

2023年度 

調査 

従業員の採用方針について、昨年度の調査と比較すると、前年と同程度の会社が積極的に採用したいと回答しているが、「建設業」につい

ては積極的に採用したいと回答した企業数が減少している。 

ハローワークが発表する求人倍率より、令和 6年 7月の求人倍率は常用的フルタイム 1.25、常用的パートタイム 1.13 であり、前年同月と

比較するとフルタイム・パートタイムの両方で数値が低下しており、令和 4年度・令和 5年度と高まっていた求人倍率が下降傾向にある

ものの、未だ人手不足感のある数値となっている。 
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【中小企業白書・小規模企業白書から見た人手不足】 

 

 

 

 

 

 

 

【人手不足】 

売上高が感染症の落ち込みから回復する中で、人手不足が深刻化。 

これまでは生産年齢人口の減少を補う形で女性・高齢者の就業が進んできたが、足元は就業者数の増加が頭打ちとなり、人材の供給制約

に直面。 

 

【人材確保・育成】 

人材の確保に向けては、経営戦略と一体化した人材戦略を策定した上で、職場環境の整備に取り組むことが重要。 

人材育成は、人材の定着や労働生産性の向上にもつながることが期待される。 

 

【賃上げ】 

物価に見合った賃金の引上げを通じて、需要の拡大につなげる好循環を実現することが重要 

春闘の賃上げ率・最低賃金の改定率は過去最高水準。一方で、人材確保の必要性や物価動向を背景に、賃上げの原資となる業績の改善が

見られない中で、賃上げを行う企業が増加 
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【資金繰りについて】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年度の調査と今年度の調査を比較すると、前年度借入を行った事業者の割合は 30.7％であったのに対し、今年度の調査では 21.6％と借

入を行った事業者の割合が減少している。 

中小機構が実施した調査によると資金繰りＤＩは全業種においてマイナスポイントとなっており、2期連続してマイナス幅が拡大した。

産業別に見ると、製造業で▲16.2（前期 14.2）、非製造業で 14.1（前期▲12.3）となっている。 

コロナ禍における融資の据置期間が終了し、返済を開始した事業者が多く、各事業者の資金繰りが悪化傾向にある。また資材価格の高騰

やエネルギー価格の高止まりといった経営環境にあり、利益を確保しにくい状況が続いていることも資金繰りの悪化の一因となっている

と考えられる。 
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【中小企業白書・小規模企業白書から見たゼロゼロ融資の利用企業について】 
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【設備投資について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本項目は当期に設備投資を計画又

は既に実施したかを集計し、それ

ら計画又は実施した際の投資内容

について調査した。 

設備投資への意欲については、前

年度 26.7％より高まり、27.2％と

なった。 

業種別にみると、「製造業」「飲

食・宿泊サービス業」「その他業

種」は設備投資意欲が向上してい

るが、「建設業」「卸小売業」につ

いては設備投資意欲が低下してい

る。「建設業」においては、資材高

騰による経営の影響が大きいこと

から意欲が低下したと考えられ

る。 

2023 年度調査 
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【中小企業白書・小規模企業白書から見た生産性について】 

 

 

 

 

 

 

【生産性】 

日本の経済成長は海外と比べ見劣りする中で、今後は就業者数の減少が本格化 

国際的に見ても日本の生産性は低く、日本の国際競争力を維持するためには中小企業の生産性の引上げが必要 

 

【生産性の分子・付加価値の向上に向けて】 

生産性向上に向けて、日本企業は低コスト化・数量確保の取組を続けてきた。この結果、売上高や利益率は大企業が増加する一方、中小

企業は発注側の売上原価低減の動きの中で低迷。 

今後は低コスト化・数量増加以上に、単価の引上げによる生産性の向上も追及する必要がある。 
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【事業承継について】 
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「事業承継の状況」

すでに後継者が決まっている

後継者は決まっていない

事業承継は完了している

自分の代で廃業を検討

19
22

後継者は決まっていないと

回答した事業者のうち、

Ｍ＆Ａに興味があると回答

した割合

ある ない

本項目は、現在の代表者の年齢と事業承継に向けた準備状況を集計し事業承継の進捗状況を調査した。 

代表者の年齢について、61歳以上の代表者の割合は 41.0％で前年調査の 41.0％と横ばいの状況にあり、41 歳～60 歳までの割合も

前年度とほぼ同程度であるため、今年度の事業承継の状況についてはあまり動きがみられない結果となった。 

61 歳以上の経営者は 35.2％（44 者）であり、その内後継者が決まっていない、自分の代で廃業を検討と回答した事業者は 24者で

あった。 

後継者は決まっていないと回答した事業者のうちＭ＆Ａに興味があるか調査した結果、31.4％（28/89）の事業者が興味あると回答

し、前年（46.3％）と比較しＭ＆Ａに対する意欲は低下している。 
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【中小企業白書・小規模企業白書から見た生産性について】 

【事業承継】 

足下では経営者年齢の分布が平準化しつつあるものの、半数近くの中小企業で後継者が不在 

一方、後継者が決まっている中小企業においても、承継の課題を抱えている企業が見られる。 
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【経営課題について】 

 

 

 

 

本項目は、現在直面している経営上の課題を複数選択方式で調査した。そして、その中で最も重要度の高い経営上の課題一つを調査した。 

現在直面している経営上の課題のうち最も回答数が多かったのが「原材料価格の上昇」次いで「客・製品単価の低下、上昇難」であった。 

昨年度調査において 2番目であった「人材不足（従業員の確保）」については今年度 6番目まで下がった。 

最も重要度の高い経営課題は「原材料価格の上昇」次いで「客・製品単価の低下、上昇難」であった。昨年度調査では「人材不足（従業員の確

保）」が最も重要度の高い経営課題であったが、「原材料価格の上昇」が経営課題として重要度が高まっていることがわかる。 
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「現在直面している経営上の課題」
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